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一第２回調査の文・理・家政学部出身群別分析一
　　　　　　　　大谷女短大　　○山田　光江　・　三木　栄子

　目的:前報では質問項目の相互関連の有無数について家政学部出身群は文学部出身群と

差があり、理学部出身群は家政学部出身群と似た様子を示した。そこで２年前の第１回調
査で尋ね得なかった生活環境（条件）や生活意識について、ほぼ同一対象群に同一方式で

アンケートを実施し、３学部全体の単純集計結果と２、３の項目の前回比較と全体につい

ての項目相互の関連の有無について既に他誌に報告した。本報では出身学部別に前回と同

様の検討方法で、家政学部出身群の特徴を検出し、前回傾向と比較しようとした。

　方法:アンケーロま’89.10.4往復葉書各学部500計1500通発送し、実質配達数1454通

から得た回答900（文272.理304.家324）通について、出身学部別に単純集計結果の差の検

討、回収率、各項目の他項目との関連の有無数を比較した。（検定は前回同様itiX nの～法）
　結果:①単純集計結果の学部別で有意差の得られたのは、職業関係の２項目とキッチン

主熱m （プ。ロバンと都市ガスを込みにすると有意差なし）の計３項目のみであった。②回

収率では前回同様、文学部の協力が少なかった。③各項目との関連の有無別では、質問内

容が前回と異なるので、必ずしも同様の傾向が得られたとは云えないが、特に生活条件項

目に同居者の有無を構成単位で10項目新設した処に文と理・家との差が検出された。また

生活意識項目を家庭や家族に関わらざるを得ない群と。全く個人的な意識の群とに分けた

り、老内容と日常茶飯事内容に分けて、出身学部別に若干の傾向を検出した。今回の調査
を総体的にみて、家政学領域の教育内容が現段階ではまだまだ従来の理学系に体質が似て

いるが、将来はなんらかの変貌が起こり得るのであろうか。

A 7 就学前児をもつ専門的、管理的職業に従事する女性の養育費負担

日米比較調査を通して

　　　　　中京短大○川島美保　　　　愛知淑徳短大　石田好江

巨」趾|　男女雇用|機会均等法施行や労基法改定等による女子労働における残業規制や深夜業

禁止の緩和の動きは女子の就業範囲を急速に拡大し、とくに就学前児をもつ既婚女子労､働

者に保育問題への新たな対応を迫っている。すでに夜間保育八の財政的措置がとられた’が

、女子の就労形態の多様化が進行するなかで、就労形態に即した保育制度の整備が焦眉。の

課題となっている。ここではとくに。就学前児をかかえ、妻が専門的・管理的職業に従事

する共働き世帯の養育費負担の実態を明らかにする。

方法　東京、名古屋、及びアメリカ（シカゴ、デトロイト）における就学前児をもつ女･子
-
労働者、各4 0～6 0名に面接調査を実施した。面接の内容は家族、就労形態、生活昨間

、保育形態、家計、養育費負担などである。

廸|果　労働時間|が公的保育所の保育時間とマッチしない職種の従事者が多いため、無認。可

保育所の利用や公的保育所とそれとの二重保育で対応しているヶ－スが多い。その結果養

育費負担はきわめて高くなっており、多くは生活費の2 nを超えている。また養育費を対

年収比でみると平均的には7 ～8 %を占め、この値は、公的な保育制度が未整備で、保こ育

問題は専らフアミリーデイケアやベビーシッターなどの個人的解決に任されているアメリ

カの養育費の割合と、ほぽ同様であった。養育費以外にも、保育所近くに居住するための

高い住居費、子供の送迎のための高額の交通費負担など、保育をめぐる負担増は多岐にわ

たっている、専門的、管理的職種従事者の場合、家計の犠牲のもとに、いわば職業意朧が

それを支えるかたちで、高額の養育費負担がなされている様子が調査結果から伺われた。


